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Ⅰ はじめに 

食の安全・安心の確保に関して講じた施策については、「とちぎ食の安全・安心・信頼性の確保に関する

条例」（以下「条例」という。）第 18 条の規定により、毎年度、県議会に報告するとともに、県民に公表

することとしています。 

 本報告書は、条例第８条の規定により策定した「とちぎ食の安全・安心・信頼性の確保に関する基本計画

（3 期計画）」（以下「3 期計画」という。）に基づき、令和元（201９）年度に講じた施策の実施状況及

び目標達成状況（評価）について取りまとめたものです。 

 3 期計画では、食の安全の確保に向けた施策を継続的に推進することを基本に据えながら、食を取り巻く

状況の変化と課題を踏まえ、より一層生産から消費に至る食品の安全性と信頼性を一貫して確保すること

を目指しています。 

 

〔報告の内容〕 
 

◎ 指標を設定した項目を一覧にまとめ、年度目標の達成状況について評価を行いました。 

◎ 3 期計画の基本目標ごとに令和元（201９）年度に講じた個別の事業内容と実績を記載しました。 

◎ 今後目標を達成するために取り組む内容について、施策の展開として取りまとめました。 

 

 

Ⅱ 3 期計画に基づく事業の実施状況 

１ 3 期計画について 

(1) 趣旨 

食の安全の確保に向けた施策を継続的に推進することを基本に据えながら、食を取り巻く状況の変

化と課題を踏まえ、より一層生産から消費に至る食品の安全性と信頼性を一貫して確保することを目

指します。 

○条例の基本理念（第 3 条）要旨 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 計画の期間 

平成 2８（2016）年度から令和 2（2020）年度までの５か年 

ただし、社会情勢の変化や制度改正によって見直しが必要になった場合には、随時適切な見直し

を行うこととしています。 

 

(3) 計画の基本的な考え方 

○生産から消費に至る一貫した食品の安全性と信頼性の確保 

○関係者の相互理解と協働の推進 

○食の安全と信頼を支える体制の充実と関係機関の連携強化 

１ 県民の健康の保護が最も重要であるという基本的認識の下に、県・事業者が必要な措置を講ずる。 

２ 県・事業者・県民が、それぞれの責務・役割を果たし、相互の信頼の下に取り組む。 

３ 科学的知見に基づき、県が国・市町と連携協力して適切な施策を講ずる。 

４ 県・事業者の積極的な情報の公開及び県民との意見交換等による情報の共有化を推進して、共通

認識の形成を図る。 

５ 食品の生産及び流通の過程において、循環型社会の視点に配慮する。 



２　施策体系一覧

施策目標 施策の展開（個別事業）
条例の

該当条項

・GAPの導入促進による安全な農産物の生産の推進　（経営技術課）
・家畜生産衛生の向上　（畜産振興課）
・放射性物質対策による安全な農産物等の生産の推進　（経営技術課　ほか）
・農薬の使用者及び販売者に対する監視・指導の実施　（経営技術課）
・畜産における監視・指導の実施　（畜産振興課）
・水産における監視・指導の実施　（農村振興課）
・とちぎＨＡＣＣＰを含むＨＡＣＣＰ等による自主衛生管理の推進　（生活衛生課）
・ＨＡＣＣＰによる自主衛生管理の普及啓発　（生活衛生課）
・６次産業化に向けた安全確保に係る支援　（農政課、生活衛生課）
・産業技術センターにおける食品安全のための技術支援　（工業振興課）
・学校給食施設における衛生管理の充実　（学校安全課）
・放射性物質対策による安全な食品の製造等の支援　（工業振興課、農政課）
・栃木県食品衛生監視指導計画の策定　（生活衛生課）
・計画的かつ効果的な監視指導及び食品検査の実施　（生活衛生課）
・ノロウイルス等を原因とする食中毒予防対策の充実　（生活衛生課）
・給食施設における衛生管理等の指導徹底　（健康増進課、学校安全課、生活衛生課）
・いわゆる健康食品の監視指導の実施　（薬務課）
・食品表示法等に基づく適正な食品表示の普及啓発

（生活衛生課、健康増進課、くらし安全安心課）
・食品表示に関する指導の強化と関係機関との連携

（生活衛生課、健康増進課、くらし安全安心課）
・農産物の生産履歴の記帳と情報公開の促進　（農政課、経営技術課）
・米流通適正化の推進　（農政課）
・牛個体識別制度の円滑な推進　（畜産振興課）
・消費者を対象とした食の安全に関する講習会等の実施　（生活衛生課、健康増進課、農政課）
・子どもの頃からの食品の安全性に関する学習推進　（生活衛生課）
・地域や学校での食品の安全性に関する知識習得への支援　（健康増進課、生活衛生課）
・各種媒体を活用した食品安全情報発信の強化

（生活衛生課、農政課、産業政策課、くらし安全安心課）
・放射性物質モニタリング検査結果の公表　（農政課　ほか）
・食品の表示や安全性等に関する相談体制の充実

（生活衛生課、くらし安全安心課、健康増進課、農政課）
・「食と農の相談室」での相談対応及び理解促進　（農政課）
・食育の普及啓発　（農政課、健康増進課、学校安全課、文書学事課、こども政策課）
・地産地消運動の展開　（農政課）
・エコ農業とちぎの理解促進と取組拡大　（経営技術課、農村振興課、農地整備課）
・有機農業の推進　（経営技術課）
・化学肥料・化学農薬を低減した農産物の認証促進　（経営技術課）
・食品ロスの削減促進　（廃棄物対策課、保健福祉課、

こども政策課、生活衛生課、農政課、文書学事課、学校安全課）
・CO2排出量等の削減の取組促進　（廃棄物対策課、農政課）
・食品廃棄物等の有効利用による資源循環への取組促進　（廃棄物対策課、農村振興課）
・食品廃棄物等の再資源化意識の啓発　（廃棄物対策課、生活衛生課）
・食品の安全性等に関する情報公開の推進　（生活衛生課　ほか）
・食品衛生情報等の共有　（生活衛生課）
・食品関連事業者との協働による食品安全情報の提供　（生活衛生課）

・食に関する体験機会の拡大　（林業木材産業課、農政課、畜産振興課）

・事業者と消費者の理解促進　（農政課、経済流通課、生活衛生課）

・リスクコミュニケーションによる相互理解の推進　（生活衛生課、農政課）

・他機関と連携、協力した取組の推進　（生活衛生課）

・総合的な食品安全行政の推進　（生活衛生課  ほか）
・県民参加による食品安全行政の推進　（生活衛生課）
・他機関との連携強化　（生活衛生課）
・放射性物質に係る安全管理体制の確保　（農政課　ほか）
・家畜防疫員、食品衛生監視員等の資質の向上　（畜産振興課、生活衛生課）
・食品衛生検査における検査体制の充実及び信頼性確保

（生活衛生課、農政課、林業木材産業課、学校安全課）
・監視指導及び検査に係る関係機関との連携強化　（生活衛生課）
・食品衛生に係る指導者の育成　（生活衛生課）
・農薬使用に係る指導者の育成　（経営技術課）

・安全な農産物等の生産に寄与する試験研究の推進
（経営技術課、畜産振興課、林業木材産業課）

・残留農薬等検査の効率化　（生活衛生課）

(4)健康危機管理体
    制の強化

・健康危機管理体制の強化　（生活衛生課　ほか）

 ９条
10条
15条

13条
16条
17条

９条
10条
15条

９条
10条
15条

(8)消費者相談体制
    の充実・強化

７条
９条
16条

(4)食品営業者等に
    対する監視指導
    の強化

(2)環境にやさしい
    食生活の促進

(1)環境と調和のとれ
    た生産活動“エコ
    農業とちぎ”の推進

(2)生産者等に対す
    る監視指導の強
    化

(9)食育の推進

12条
13条
14条
17条
19条

(2)監視指導及び検
    査体制の充実・
    強化並びに人材
    の育成

(3)安全な食品を生産
　 するための技術開
　 発と食品安全に関
　 する研究の推進

(1)県民、事業者、
    行政間の情報共
    有の推進

(2)事業者と消費者
    の相互理解の推
    進と支援

(1)放射性物質対策
    を含めた食品安
    全行政の総合的
    推進

 11条
 13条

(3)資源の再利用の
    促進

(6)トレーサビリティ
    の推進と生産情
    報公開の促進

(5)食品表示の適正
    化の推進
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(7)食品の安全性に
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強化による理解
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３ 令和元（201９）年度の指標の達成状況      
 本計画では、条例の基本理念に基づき、生産から消費に至る各段階における施策を総合的かつ計画

的に推進するため、4 つの基本目標、19 の施策目標を掲げ、57 の個別事業を実施しました。 

 57 の個別事業のうち、年度別の指標を設定した 16 項目について達成状況を見ると、1５項目で年

度目標を達成（○）しており、未達成（△）が１項目ありました。 

 

 

基本目標 

 

施策目標 

個別 

事業 

指 標 

設定

項目 

達成状況 

○ △ 

基本目標１  

生産から消費に至る 

安全と信頼の確保 

(1)安全な農産物の生産の推進 ３ ２ 1 １ 

(2)生産者等に対する監視指導の強化 ３ ３ ３ ０ 

(3)食品営業者等による自主衛生管理の推進 ６ ３※ １ ０ 

(4)食品営業者等に対する監視指導の強化 ５ ２ ２ ０ 

(5)食品表示の適正化の推進 ２ １ １ ０ 

(6)トレーサビリティの推進と生産情報公開 

の促進 
３ １ １ ０ 

(7)食品の安全性に関する情報発信強化によ 

る理解促進 
５ ２ ２ ０ 

(8)消費者相談体制の充実・強化 ２ ０ － － 

(9)食育の推進 ２ ０ － － 

基本目標２  

環境に配慮した生産から 

消費に至る活動 

(1)環境と調和のとれた生産活動 

 “エコ農業とちぎ”の推進 
３ １ １ ０ 

(2)環境にやさしい食生活の促進 ２ ０ － － 

(3)資源の再利用の促進 ２ ０ － － 

基本目標３  

県民、事業者、行政間の 

情報の共有と相互理解の 

推進、信頼関係の確立 

(1)県民、事業者、行政間の情報共有の推進 ３ ０ － － 

(2)事業者と消費者の相互理解の推進と支援 ２ ０ － － 

(3)リスクコミュニケーションの推進 
２ １ １ ０ 

基本目標４  

食の安全と信頼の確保の 

ための体制の充実及び連

携強化 

(1)放射性物質対策を含めた食品安全行政の 

総合的推進 
４ ０ － － 

(2)監視指導及び検査体制の充実・強化並び 

に人材の育成 
５ １ １ ０ 

(3)安全な食品を生産するための技術開発と 

食品安全に 関する研究の推進 
２ １ １ ０ 

(4)健康危機管理体制の強化 １ ０   

全  体  ５７ １８※ １５ １ 

※基本目標１(３)の「ＨＡＣＣＰに取り組む施設数」、「学校給食施設のドライシステム又はドライ 

運用実施率」の２項目は、計画最終年度の令和 2（2020）年度に目標値を設定 
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生産段階における安全と信頼の確保 

（１）安全な農産物の生産の推進 

施策目標 

 

 

指標と実績 

                        年度 

指標名(単位) 

基準 
H26 年度 

（2014） 

H28 年度 

（2016） 

H29 年度 

（2017） 

H30 年度 

（2018） 

R 元年度 

（2019） 

R２年度 

（2020） 

ＧＡＰの実践及び農場点検（内部

点検や第三者認証などの取組）

を行う組織（組織数・割合） 

指標 
(27 年度) 

（2015） 

28 組織 

14 % 

33 組織 

17 % 

39 組織 

20 % 

45 組織 

23 % 

50 組織 

26 % 

58 組織 

30 % 

実績 36 組織 

19 % 

37 組織 

19 % 

44 組織 

23% 

55 組織 

29% 

 

原木しいたけの出荷制限一部解

除市町数（22 市町中） （市町） 

指標 
 

9 
18 19 20 21 22 

実績 18 20 20 20  

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①ＧＡＰの導入促進に

よる安全な農産物

の生産の推進 

GAP の導入促進と精度向上 

・GAP 実践組織数 

うち、農場点検（内部点検や第三者

認証など）を実施した組織数 

 

174 組織／189 組織 

55 組織／189 組織 

（29％） 

経営技術課 

 

GAP 指導者の養成 

・GAP 指導者養成講座の開催 

 

5/21～22 開催（2 日

間）、養成指導者数３２人 

②家畜生産衛生の向  

 ,上 

 

家畜の「飼養衛生管理基準」の遵守指導

の徹底 

・畜産農家を指導 

 

 

指導農家数 1,789 戸 

畜産振興課 

 

HACCP 方式に基づく管理手法の指導 指導農家数 19 戸 

③放射性物質対策に

よる安全な農産物

等の生産の推進 

土壌中放射性セシウムの農作物への吸収

抑制対策 

・加里質肥料の導入支援 

 

水稲・大豆・そば 

 3,052ha 

経営技術課 

 

農産物の生産において、ＧＡＰ（農業生産工程管理）の精度向上や、畜産農家の更なる飼養衛生

管理の向上を図るとともに、放射性物質対策を講じ、より安全な農産物の供給を推進します。 

基本目標１ 生産から消費に至る安全と信頼の確保 

4 事業の実績 
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主な施策 事業内容 実績 担当課 

原木しいたけ出荷制限解除の推進 

 ・出荷制限一部解除市町数 

 

20 市町 

林業木材産業課 

農産物等の放射性物質モニタリング検査

等の実施 

 

 

別表のとおり 

（20 ページ） 

 

農政課 

林業木材産業課 

畜産振興課 

農村振興課 

 

今後の施策の展開 

①ＧＡＰの導入促進による安全な農産物の生産の推進（経営技術課） 

・ＧＡＰ指導者の養成と、農場や産地での客観的な点検（農場点検）の導入により、ＧＡＰの精度向

上を目指します。 

 

②家畜生産衛生の向上（畜産振興課） 

・畜産農家に対し、「飼養衛生管理基準」の遵守、動物用医薬品の適正使用等の啓発・指導を図りま

す。 

・畜産農家に対し、ＨＡＣＣＰ方式の考え方を取り入れた飼養衛生管理について指導・普及・定着に

努め、認証取得を促進します。 

 

③放射性物質対策による安全な農産物等の生産の推進（経営技術課・林業木材産業課・農政課・畜産振

興課・農村振興課） 

・放射性物質の吸収を抑制するため、加里質肥料の導入を支援します。 

・安心・安全なしいたけを消費者に提供するため、栃木県きのこ生産工程管理基準に基づく栽培方

法を普及します。 

・県産農産物等の放射性物質をモニタリング検査等により、基準値を超過した農産物等の流通を防

止します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 6 -

 

 

 

生産段階における安全と信頼の確保 

（２）生産者等に対する監視指導の強化 

施策目標 

 
 
 
 

指標と実績 

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①農薬の使用者及び

販売者に対する監

視・指導の実施 

農薬使用者、農薬販売者に対する立入検査 205 件               

(改善指導件数 50 件) 

経営技術課 

 

②畜産における監視・

指導の実施 

 

 

 

 

 

家畜伝染病予防法に基づく、牛海綿状脳症

（BSE）をはじめとした監視伝染病（99

疾病）の定期的検査の強化 

・BSE 検査 

・牛のブルセラ病検査 

・牛の結核病検査 

・牛のヨーネ病検査 

  ・CSF 検査 

 

 

 

694 頭 

8,326 頭 

8,340 頭 

,28,754 頭 

   994 頭 

畜産振興課 

 

 

 

 

 

 

 

 
人獣共通感染症のサーベイランスの強化 

・高病原性鳥インフルエンザウイルス 

検査 

 

家きん飼養農場 39 戸 

（延べ 138 戸） 

                年度 

指標名（単位） 

基準 
H26 年度 

（2014） 

H28 年度 

（2016） 

H29 年度 

（2017） 

H30 年度 

（2018） 

R 元年度 

（2019） 

R２年度 

（2020） 

農薬使用者・農薬販売者に対す
る立入検査数（件）          

指標 
201 

200 200 200 200 200 

実績 200 201 214 205  

動物用医薬品、飼料に関する 
指導・検査数（件）               

指標 

157 

150 150 150 150 150 

実績 197 149 162 204  

養殖衛生管理に関する 
指導実施業者数（件） 

指標 

49 

50 50 50 50 50 

実績 50 55 57 61  

基本目標１ 生産から消費に至る安全と信頼の確保 

農薬や動物用医薬品及び飼料の適正な使用・流通・販売を確保するため、監視・指導を徹底し

ます。 
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主な施策 事業内容 実績 担当課 

②畜産における監視・

指導の実施 

 

 

 

 

 

畜産物由来の薬剤耐性菌発現状況の調査分

析と抗菌剤の適正使用の推進 

 ・サルモネラ菌、黄色ブドウ球菌の薬剤

耐性調査 

 

   

 

 

サルモネラ菌 

4 検体から 4 株分離 

（6 薬剤に耐性を示し

た菌が 1 株あった） 

黄色ブドウ球菌 

28 検体から 13 株分

離（5 薬剤に耐性を

示した菌が 1 株あっ

た） 

畜産振興課 

 

 

 

 

 

 

 

動物用医薬品、飼料に関する指導・検査 

 （内訳） 

・動物用医薬品の販売、製造業者等に対

する適正表示及び品質確認のための立

入検査、収去検査 

 

・飼料の販売、製造業者に対する適正表

示及び品質確認のための立入検査、収

去検査 

 

・畜産農家立入による、薬剤の適正使

用、治療履歴等の記録の有無等の確認

調査 

指導・検査数 204 件     

 

立入調査 144 件 

（改善指導 58 件） 

収去検査 2 件 

（全て規格内） 

立入調査 33 件 

（全て適正） 

収去検査 13 件 

（全て適正） 

12 件（全て適正） 

 

③水産における監視・

指導の実施 

養殖魚生産業者を対象とした水産用医薬品

の適正使用指導等会議の開催や、衛生管理

技術の向上を図るための巡回指導等の実施

（対象 61 件） 

・水産医薬品適正使用指導等会議 

・巡回指導 

 

 

 

 

1 回、参加者 16 人 

巡回指導業者数 61 件 

農村振興課 

 

今後の施策の展開 

①農薬の使用者及び販売者に対する監視・指導の実施（経営技術課） 

・農薬使用者、農薬販売者に対し、立入検査を実施し、農薬の適正使用等の徹底を図ります。 

②畜産における監視・指導の実施（畜産振興課） 

・畜産農家に対し、監視伝染病の定期検査、人獣共通感染症のサーベイランスや薬剤耐性菌の発現状

況等の調査を実施します。 

・製造販売業者や畜産農家に対し、動物用医薬品や飼料の品質確認及び流通・使用の適正化を図るた

めに立入検査、収去検査等を実施します。 

③水産における監視・指導の実施（農村振興課） 

・養殖生産者の魚病発生状況や病原菌の薬剤感受性等を把握します。 

・生産者に対し、養殖衛生管理の普及・指導を図ります。 
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製造・加工・流通・販売段階における安全と信頼の確保 

（3）食品営業者等による自主衛生管理の推進 

施策目標 

 

 
 

 

指標と実績 

 
事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①とちぎ HACCP を含

む HACCP 等によ

る自主衛生管理の

推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食品営業施設の従事者等に対する自主衛

生管理の推進 

 ・食品衛生講習会の開催 

（講師派遣を含む） 

 ・衛生講習会（大量調理施設従事者）

の開催 

 ・食品衛生責任者再教育講習会の開催 

 

 

 

89 回、参加者 4,629 人 

 

5 回、参加者 201 人 

 

64 回、参加者 5,641 人 

 

生活衛生課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

HACCP による自主衛生管理の取組促進

（食品営業者に対する HACCP 導入の  

支援） 

・HACCP サポートセミナーの開催 

 

 

・民間活力を利用した個別支援、モデ

ル事業（委託事業）の実施 

 

 

 

3 クール（3×3 日間） 

参加者 延べ 246 人 

 

個別支援 47 施設 

モデル事業 4 施設 

 

とちぎ HACCP に関する広報活動等 

 ・とちぎ HACCP 施設一覧作成・配布 

 ・県 HP「とちぎ HACCP 施設一覧」 

 ・PR エコバック作成・配布 

 

24 回作成 

随時更新 

1,200 部 

年度 

指標名（単位） 

基準 
H26 年度 

（2014） 

H28 年度 

（2016） 

H29 年度 

（2017） 

H30 年度 

（2018） 

R 元年度 

（2019） 

R２年度 

（2020） 

HACCP に取り組む施設数 
（累計：施設） 

指標 
 

48 

    400 

実績 (76) (106) (127) (254)  

HACCP の普及に関する講習会 
受講者数（累計：人） 

指標 
191 

6,000 12,000 18,000 24,000 30,000 

実績 6,363 12,863 18,937 24,716  

学校給食施設のドライシステム 
又はドライ運用実施率（％） 

指標 
97.9 

 
 

   100 

実績 (98.9) (99.6) (99.6) (99.6)  

基本目標 1 生産から消費に至る安全と信頼の確保 

より安全性の高い食品を供給するため、食品関係施設におけるＨＡＣＣＰによる自主衛生管理

の推進や食品の安全性に関する知識・技術の習得を支援します。 
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主な施策 事業内容 実績 担当課 

 

①とちぎ HACCP を含

む HACCP 等によ

る自主衛生管理の

推進 

 ・情報誌（43,000 部）への PR 広告 

 ・広報媒体等の活用 

1・2・３月号 

 

 

生活衛生課 

 

HACCP に取り組む施設数 

（内訳） 

・とちぎ HACCP 認証制度 

 ・総合衛生管理製造過程承認制度 

 ・上記以外の認証制度等 

累計施設数：254 施設 

 

136 施設 

8 施設 

110 施設 

食品衛生指導員による巡回指導の実施 指導件数 16,520 件 

食品衛生推進員による自主衛生管理の普

及啓発活動 

  ・食品衛生推進員の活動件数  

・食品衛生推進員研修会の開催 

 

・自主衛生管理カレンダーの作成・配

布 

 

 

 

936 件 

1/22 開催、参加者 34

人 

20,000 部 

 

②HACCP による衛生

管理の普及啓発 

 

 

 

 

HACCP の普及に関する講習会の開催 

  

（内訳） 

・食品衛生責任者に対する再教育講習

会【 ① の再掲】 

  ・営業者に対する講習会 

受講者数 5,779 人 

（累計：24,716 人） 

 

64 回、受講者 5,641 人 

 

3 回、受講者 138 人 

生活衛生課 

 

 

 

 

 

③６次産業化に向け

た安全確保に係る

支援 

農作物の安全・安心に関する知識や技術

の習得 

・農作物の安全・安心対策研修会 

 

 

9 回、受講者 435 人 

農政課 

④産業技術センター

における食品安全

のための技術支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食品製造業者からの依頼試験 

 

 

異物分析     ,82 件 

微生物検査  214 件 

工業振興課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

食品に関するクレーム品や欠陥に対する

原因究明、発生防止等の技術相談 

品質管理    997 件 

計測・検査  ,21 件 

技術講習会及び技術者研修等の実施 

・技術者研修 

 

 

・技術講習会 

 

6/18 開催、 

参加者 30 企業（30

人） 

8/22 開催、 

参加者 19 企業（28

人） 

⑤学校給食施設にお

ける衛生管理の充

実 

学校給食施設におけるドライシステム化

又はドライ運用の推進 

 

267 施設（99.6％） 学校安全課 

栄養教諭、学校栄養職員等研修会の開

催 

 

7/16 開催、 

参加者 243 人 

学校給食調理場への訪問指導 

 

10 施設 
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主な施策 事業内容 実績 担当課 

⑥放射性物質対策に

よる安全な食品の

製造等の支援 

食品製造業者からの放射性物質に係る測

定依頼 

 ・県産業技術センターでの測定 

 

 

 

14 品目、152 検体 

工業振興課 

地域農産物（学校給食の食材を含む）等の

依頼検査 

・各農業振興事務所での放射性物質簡

易検査 

 

 

 

34 品目、151 検体 

 

農政課 

今後の施策の展開 
①とちぎ HACCP を含むＨＡＣＣＰ等による自主衛生管理の推進（生活衛生課） 

・食品営業者及び食品衛生責任者に対し、HACCP による衛生管理の定着を指導、支援します。 

・食品衛生推進員及び食品衛生指導員の自主活動を支援することで、食品営業者等の HACCP によ

る自主衛生管理の定着を促進します。 

・フードバレーとちぎ推進協議会等の各種団体とも連携しながら制度を周知し、とちぎ HACCP 認

証取得の促進を図ります。 

・とちぎ HACCP 認証取得営業者に対し、更なる衛生管理技術の向上を支援します。 

②ＨＡＣＣＰによる自主衛生管理の普及啓発（生活衛生課） 

・食品営業者の実態を把握し、効果的かつ効率的な普及啓発に努めます。 

・HACCP に沿った衛生管理の制度化について、すべての食品営業者に郵送にて周知徹底を図りま

す。 

③６次産業化に向けた安全確保に係る支援（農政課・生活衛生課） 

・新たに食品製造・加工に取り組む農業者等に対し、食品衛生管理に関する知識や技術の習得を支

援します。 

④産業技術センターにおける食品安全のための技術支援（工業振興課） 

・食品製造業者からの、製品開発過程等で生じる技術的諸問題に関する技術相談や、品質管理、技

術開発等に必要な各種依頼試験に対応します。 

・食品製造業者に対し、食品の安全性の確保に関する普及啓発を図ります。 

⑤学校給食施設における衛生管理の充実（学校安全課） 

・学校給食施設管理者に対し、ドライ運用の徹底や HACCP の考え方に基づく衛生管理の導入を促

進します。 

・学校給食施設に指導者を派遣し、「学校給食衛生管理基準」等に基づき改善指導を行います。 

⑥放射性物質対策による安全な食品の製造等の支援（工業振興課・農政課） 
・産業技術センターにおいて、食品製造業者からの放射性物質に係る測定依頼に対応します。 

・各農業振興事務所において、加工品等に活用する地域農産物等の依頼検査に対応します。 
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製造・加工・流通・販売段階における安全と信頼の確保 

（4）食品営業者等に対する監視指導の強化 

施策目標 

 

 

 

 

 

指標と実績 

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①栃木県食品衛生監

視指導計画の策定 

平成 31(2019)年度栃木県食品衛生監

視指導計画の策定・公表 

3 月に策定・公表 生活衛生課 

②計画的かつ効果的

な監視指導及び食

品検査の実施 

 

食品関係施設に対する監視指導の実施 

（重点監視指導事項） 

・食中毒予防対策 ・食品表示 

・HACCP による衛生管理の推進 

監視指導件数 14,564 件 

（計画件数 13,385 件 

達成率  109％） 

食品の収去検査の実施 

 

（内訳） 

・規格基準等検査 

 

・有害物質（汚染物質）検査 

・放射性物質検査 

・アレルゲンを含む食品検査 

・遺伝子組換え食品検査 

・かんぴょうの保存料簡易検査 

収去検査件数 3,504 件 

（計画件数 3,381 件 

達成率   104％） 

2,889 件/違反 10 件 

衛生規範不適 32 件 

337 件 違反 2 件 

184 件 違反 0 件 

20 件 不適 0 件 

20 件 不適 0 件 

54 件 不適 0 件 

と畜検査及び監視指導の実施 

・と畜検査 

 ・と畜場、食鳥処理場の監視指導 

 

牛、豚等 5,903 頭 

18 件 

③ノロウイルス等を原

因とする食中毒予

防対策の充実 

ノロウイルス食中毒の注意喚起 

・栃木県ノロウイルス食中毒予防推

進期間 

 

11 月～3 月 

 

生活衛生課 

 

 

             年度 
指標名（単位） 

基準 
H26 年度 

（2014） 

H28 年度 

（2016） 

H29 年度 

（2017） 

H30 年度 

（2018） 

R 元年度 

（2019） 

R２年度 

（2020） 

食品関係施設に対する 
監視指導達成率 (％) 

指標 
100 

100 100 100 100 100 

実績 117 107 104 109  

食品検査達成率 (％) 
指標 

100 
100 100 100 100 100 

実績 101 103 104 104  

基本目標 1 生産から消費に至る安全と信頼の確保 

「栃木県食品衛生監視指導計画」に基づき、食品営業施設のほか、学校、病院等の給食施設、と

畜場及び食鳥処理場に対する監視指導を計画的かつ効果的に実施します。また、県内に流通する食

品等を対象として、計画的に検査を実施します。 
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主な施策 事業内容 実績 担当課 

・栃木県ノロウイルス食中毒特別警

戒情報の発信 

11/29 発信 

 

生活衛生課 

 

④給食施設における

衛生管理等の指導

徹底 

「栃木県特定給食施設指導要綱」に基

づく特定給食施設に対する指導 

・個別指導 

・集団指導 

 

 

434 施設 

42 回、480 施設 

健康増進課 

学校給食調理場への訪問指導 

【基本目標１-(３)再掲】              

10 施設 

 

学校安全課 

 

⑤いわゆる健康食品

の監視指導の実施 

いわゆる健康食品中に医薬品成分が含

まれていないことの検査 

買い上げ件数 ５件 

（不適 0 件） 

薬務課 

新聞折込広告、雑誌（２誌）、インター

ネットのウェブページの広告の監視 

広告違反件数 4 件 

薬局等医薬品販売施設における健康食

品及び広告等の監視 

監視施設数 446 施設 

（不適 0 件）                      

今後の施策の展開 

①栃木県食品衛生監視指導計画の策定（生活衛生課） 

・「栃木県食品衛生監視指導計画」を策定し、食品の安全性の確保を図ります。 

②計画的かつ効果的な監視指導及び食品検査の実施（生活衛生課） 

・監視指導計画に基づき、食品関係施設の監視指導を計画的かつ効果的に実施します。特に危害度の

高い大量調理施設に対しては、「大量調理施設衛生管理マニュアル」に基づき監視指導の強化を図

ります。 

・県内で製造又は流通する食品を対象に、製品の規格基準検査等を計画的かつ効果的に実施します。 

・と畜場等に対し、施設設備の適正な管理及び食肉の衛生的な取扱いの徹底等について監視指導を強

化します。 

③ノロウイルス等を原因とする食中毒予防対策の充実（生活衛生課） 

・「栃木県ノロウイルス食中毒予防推進期間」を設定し、対策を強化します。特にノロウイルス食中

毒の多発が予想される時点で、「栃木県ノロウイルス食中毒特別警戒情報」を発信します。 

④給食施設における衛生管理等の指導徹底（健康増進課・学校安全課・生活衛生課） 

・特定給食施設等に対する栄養管理や衛生管理について、対象施設を的確に把握し、指導計画に基づ

き効率的で効果的な指導を実施します。 

・「学校給食衛生管理基準」に基づき学校給食施設の衛生検査の点検を実施します。 

・衛生管理責任者（栄養教諭等）に対して、衛生管理の意識を高めるための研修会等を開催します。 

⑤いわゆる健康食品の監視指導の実施（薬務課） 

・消費者が医薬品と誤認するおそれのある食品等を、販売・広告の監視、必要に応じての買上げ検査

により、無承認無許可医薬品の流通防止を図ります。 

・医薬品成分が検出された食品に対しては、販売営業者等の指導、製品名の公表等をとおして健康被

害の未然防止を図ります。 
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適切な表示等における安全と信頼の確保 

（5）食品表示の適正化の推進 

施策目標 

 

 

 

 

 

指標と実績 

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①食品表示法等に基

づく適正な食品表示

の普及啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営業者等に対する食品表示研修会の開催 

・食品の適正表示に係る講習会 

 

・栄養成分表示に関する営業者への普及

啓発 

 

5 回、参加者 1,012 人 

 

11 回、852 人 

 

 

生活衛生課 

 

健康増進課 
 

啓発パンフレットの作成・配布 

「原材料の産地を表示してください！」 

「栄養成分表示が義務化さました」 

「栄養成分表示が義務になります（営業

者向け）」 

 

5,000 部 

5,000 部 

5,000 部 

 

農政課 

健康増進課 

一般県民に対する食品表示研修会の開催 

 ・栄養成分表示の見方及び活用 

 

 ・高校生への栄養成分表示啓発研修 

 ・飲食店と連携した栄養成分表示の啓発 

 

23 回、 

参加者 2,345 人 

4 回、参加者 577 人 

参加者 210 人 

健康増進課 

「食品表示適正化強化月間」（8 月、12 月）

を定め、消費者や営業者に対し、適正な食品

表示の定着促進 

・広報媒体等を用いた啓発 

県庁ＥＶ内電光掲示板による啓発 

 

 

 

 

2 回（8 月、12 月） 

生活衛生課 

②食品表示に関する

指導の強化と関係

機関との連携 

食品表示の関係機関合同による食品販売業

者に対する監視指導の実施（食品表示適正

化強化月間の８月、12 月に重点的に実施） 

22 回、96 店舗 

（計画数 86 店舗 

達成率 112%） 

生活衛生課 

健康増進課 

くらし安全安心課 

年度 
指標名(単位) 

基準 
H26 年度 

（2014） 

H28 年度 

（2016） 

H29 年度 

（2017） 

H30 年度 

（2018） 

R 元年度 

（2019） 

R２年度 

（2020） 

食品表示合同監視指導 
達成率  (％) 

指標 

100 

100 100 100 100 100 

実績 149 102 113 112  

基本目標１ 生産から消費に至る安全と信頼の確保 

消費者が食品の内容を正しく理解し、選択するための重要な情報源となる食品表示について、

新たな制度である食品表示法等に基づく適正な食品表示の普及啓発を図るとともに、関係機関が

連携して監視指導を実施します。 
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主な施策 事業内容 実績 担当課 

食品表示関係職員向け研修会等の実施 

 ・食品衛生監視員新任者研修会（食品表示） 

 

5/22 開催、 

参加者 9 人 

生活衛生課 

 

 

食品表示相談窓口による相談受付 

 ・生活衛生課 

主に食品表示法 衛生事項 

     主に食品表示法 品質事項 

 

 ・健康増進課 

主に食品表示法 保健事項 

 

 

730 件 

,91 件 

 

 

1,182 件 

 

 

生活衛生課 

 

 

 

健康増進課 

食品表示法違反に対する指導等 

 ・指示 

 ・文書による指導 

 

0 件 

0 件 

生活衛生課 

健康の保持増進等に関する虚偽誇大広告を

行う食品販売者に対する指導 

・健康増進法第３１条の１（誇大表示の禁

止）に基づく相談指導 

 

 

124 件 

健康増進課 

 

 

 

今後の施策の展開 

①食品表示法等に基づく適正な食品表示の普及啓発（生活衛生課・健康増進課・くらし安全安心課） 

・食品表示制度の普及啓発や法令遵守（コンプライアンス）意識の向上を図るため、営業者や消費者

を対象とした研修会の開催やパンフレットの配布などを実施します。 

・細菌性食中毒が多発する８月と食品の流通が拡大する１２月を「栃木県食品表示適正化強化月間」

と定め、営業者に対して、適正な食品表示の定着促進に努めます。 

 

②食品表示に関する指導の強化と関係機関との連携（生活衛生課・健康増進課・くらし安全安心課） 

・適正表示について、特にアレルゲンを含む食品の製造業者に対する指導を強化します。 

・関係機関との連携による食品表示合同監視を実施します。 

・関係機関職員に対して、食品表示に係る研修を実施します。 

・「食品表示相談窓口」や「くらしの安心サポーター」制度による消費者等の声を活用して、食品表示

の適正化に向けた監視指導を実施します。 

・健康の保持増進効果等についての虚偽又は誇大な宣伝を行う者に対して、是正指導を実施します。 



 - 15 - 

 

 

適切な表示等による安全と信頼の確保 

（6）トレーサビリティの推進と生産情報公開の促進 

施策目標 

 

 

 

指標と実績 

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①農産物の生産履歴

の記帳と情報公開

の促進 

生産履歴の記帳とその内容確認の徹底

指導 

・生産履歴記帳運動実施農協数 

 

 

11 か所 

経営技術課 

 

②米流通適正化の推 

,,進 

米穀流通業者等に対する米トレーサビ

リティ法の普及啓発 

・各種会議等を利用した制度の周知 

 ・農産物の直売所、農村レストランに

対する巡回指導 

 

 

7 農業振興事務所、随時 

7 農業振興事務所、随時 

 

農政課 

 

米トレーサビリティ法に基づく指導事

業所数 

 

1 事業所 

（指導事項は全て改善済み、

改善率 100％） 

③牛個体識別制度の

円滑な推進 

個体識別番号を付与した耳標の適切な 

管理 

不足耳標に関する対応 

153 件 

畜産振興課 

 

                            年度 
指標名（単位） 

基準 
H26 年度 

（2014） 

H28 年度 

（2016） 

H29 年度 

（2017） 

H30 年度 

（2018） 

R 元年度 

（2019） 

R２年度 

（2020） 

米トレ法に基づく立入検査等で
の指導事項改善率 （％） 

指標 

100 

100 100 100 100 100 

実績 100 100 100 100  

基本目標１ 生産から消費に至る安全と信頼の確保 

消費者の信頼を確保するため、農薬や肥料の使用など農産物の生産履歴の記帳と、農産物の生産

情報の公開を促進します。また、農畜産物についてトレーサビリティを推進し、安全・安心を確保

します。 
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今後の施策の展開 

①農産物の生産履歴の記帳と情報公開の促進（農政課・経営技術課） 

・取組の遅れている生産組織を重点的に指導し、農産物の生産履歴の記帳等を促進します。 

 

②米流通適正化の推進（農政課） 

・生産者、米穀流通事業者や小売業者等に対し、米トレーサビリティ制度の理解促進を図ります。 

 

③牛個体識別制度の円滑な推進（畜産振興課） 

・畜産農家に対し、牛トレーサビリティ法に基づき、県内関係機関と連携し耳標の適切管理や牛の

飼養者等管理者届出等が適正に行われるよう支援します。 

・畜産農家に対し、牛肉に対する消費者の信頼を高めるために耳標の飼養地情報の公表を指導します。 
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消費段階における安全と信頼の確保 

（７）食品の安全性に関する情報発信強化による理解促進 

施策目標 

 

 

 

 

指標と実績 

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①消費者を対象とした

食の安全に関する

講習会等の実施 

食品安全講習会等の実施 

 

 （内訳） 

・健康福祉センター主催又は講師派遣に

よる食品の安全に関する講習会等 

・健康福祉センター主催又は講師派遣に

よる食品の栄養成分表示に関する講習

会等 

・食品安全セミナー 

 「食品から感染する寄生虫」 

・とちぎ県政出前講座 

  「食の安全について考えよう」 

  「食品の表示を読み解こう」 

  「今日からできる食中毒予防」 

 

  「健康食品について」 

 

受講者数 882 人 

（累計：26,684 人） 

 

11 回、参加者 352 人 

 

44 回、参加者 182 人 

 

 

12/5 開催 

参加者 159 人 

 

6 回（6/4、6/12、

6/24、9/3、2/8、 

2/18）参加者 170 人 

 

12/6 

参加者 19 人 

 

 

 

生活衛生課 

 

健康増進課 

 

 

生活衛生課 

 

生活衛生課 

 

 

 

 

健康増進課 

 

食品安全ＰＲ事業の実施 

・県民の日記念事業等における安全・安

心対策ＰＲ 

 

2 回、400 人 

 

 

農政課 

    年度 
指標名（単位） 

基準 
H26 年度 

（2014） 

H28 年度 

（2016） 

H29 年度 

（2017） 

H30 年度 

（2018） 

R 元年度 

（2019） 

R２年度 

（2020） 

食品安全講習会等の受講者数 
      (累計：人) 

指標 
19,651 

20,500 21,000 21,500 22,000 22,500 

実績 21,041 24,738 25,802 26,684  

小中学生を対象とした講習会 
受講者数 (累計：人) 

指標 
2,922 

3,700 4,000 4,300 4,600 4,900 

実績 3,847 4,722 5,062 6,105  

基本目標１ 生産から消費に至る安全と信頼の確保 

消費者に対し、科学的知見に基づく食品の安全性に関する情報や食中毒予防、食品表示の知識

等を積極的に提供し、消費者自身が食品の安全性について的確に判断できる取組を推進します。 
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主な施策 事業内容 実績 担当課 

②子どもの頃からの

食品の安全性に関

する学習推進 

小中学生を対象とした食品の安全性に関す

る学習会の開催 

（食品表示、食中毒予防、手洗い方法等） 

 （内訳） 

 ・食品安全教室 

（対象：小学５，６年生） 

 ・食品安全ゼミナール 

（対象：中学生） 

受講者数 1,043 人 

（累計：6,105 人） 

 

 

15 回、受講者 632 人 

 

9 回、受講者 411 人 

 

生活衛生課 

③地域や学校での食

品の安全性に関す

る知識習得への支

援 

給食施設関係者研修会の開催 42 回、参加者 480 人 健康増進課 

調理師等養成施設の生徒を対象とした食品

の安全性に関する学習会の開催 

8 回（6/21、7/16、

9/9、9/25、1/23、

1/27、2/3×2 回）受

講者 333 人 

生活衛生課 

④各種媒体を活用し

た食品安全情報発

信の強化 

食品安全情報の提供 

・県ホームページ「とちぎ食の安全・安

心インフォメーション」への掲載 

・広報媒体等の活用（食中毒予防等） 

  テレビ「県政ひとくちメモ」 

ラジオ「県政ナビ」 

県民だより 

・広報誌等の活用（食中毒予防等） 

市町広報誌等 

関係団体広報誌「食協だより」 

・ＳＮＳ（農政課ツイッター）の活用 

・ＳＮＳ（とちまる食の安全通信）の活

用 

  Facebook による発信 

   Twitter による発信 

 

アクセス数 

  年 13,164 件 

 

6/20 放送 

6/23 放送 

1 回（12 月） 

 

随時（年 21 件） 

2 回（182・183 号） 

発信件数 56 件 

 

 

発信件数 73 件 

発信件数 222 件 

 

生活衛生課 

 

 

 

 

 

 

 

 

農政課 

生活衛生課 

⑤放射性物質モニタリ

ング検査結果の公

表 

県ホームページ「放射能・放射線情報」で

の検査結果の公表 

 ・県が実施した食品の放射性物質検査結

果の概要 

・県産農林水産物（米、野菜、果樹、

牛、豚、鶏、魚、イノシシ、きのこ、

山菜等）作物別の検査結果一覧 

・野生きのこ、山菜（野生）の検査結果 

 ・野性鳥獣の調査結果 

・県内で流通している食品（食品衛生法

に基づく抜き取り検査） 

・学校給食食材検査 

 

アクセス数 

  年 15,867 件 

4 回（四半期ごと） 

別表（20 ページ） 

随時 

 

 

 

 

 

農 政 課 

畜産振興課 

農村振興課 
林業木材産業課 

自然環境課 

生活衛生課 

学校安全課 

 

 

県政記者クラブへの資料提供 随時 
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今後の施策の展開 

①消費者を対象とした食の安全に関する講習会等の実施（健康増進課・生活衛生課・農政課） 

・食の安全をテーマにした「とちぎ県政出前講座」の充実を図ります。 

・とちぎ食の安全ネットワーク等消費者団体との連携、協力により、食の安全に関する講習会等を開

催します。 

②子どもの頃からの食品の安全性に関する学習推進（生活衛生課） 

・小学生や中学生に対し、発達段階に応じた食品の安全性に関する学習の機会を設けます。 

・食品の安全性に関する子ども向け啓発教材について、学校への周知を図り、活用を進めます。 

③地域や学校での食品の安全性に関する知識習得への支援（健康増進課・生活衛生課） 

・食生活改善推進員等地域で食育を推進するボランティアへの食品安全情報の提供に努め、食の安全

に関する理解を促進します。 

・調理師等資格養成施設の生徒等に対し、学習会を通してＨＡＣＣＰの考え方や食品の安全性に関す

る知識習得を支援します。 

④各種媒体を活用した食品安全情報発信の強化（生活衛生課・農政課・産業政策課・くらし安全安心課） 

・消費者に対し、ホームページやＳＮＳ等を活用して迅速でわかりやすい食品安全情報の提供を図り

ます。 

・広く県民に対し、市町、消費者団体、食品関係団体等と連携して、食品安全情報を提供します。 

⑤放射性物質モニタリング検査結果の公表（農政課・林業木材産業課・畜産振興課・農村振興課・生活衛

生課・学校安全課） 

・農産物等のモニタリング検査などの放射性物質検査の結果を、速やかに県ホームページ等で公表す

るなど、食品の安全性に関する情報発信に努めます。 

 



【別表】

区　分 分　類 主な品目 担当課 品目数
（品目）

検査件数
（件）

基準値
超過数
（件）

基準値
超過率

基準値を超過した品目
適用
基準値
(Bq/kg)

野菜、果実類※２ いちご、トマト、にら、きゅう
り、なし等 17 169 0 0%

穀類
米、二条大麦、大豆、そば
等 7 47 0 0%

きのこ類
（栽培）

しいたけ、ひらたけ、まいた
け、なめこ等 19 848 0 0%

わさび
根わさび、葉わさび、花わ
さび 2 9 0 0%

たけのこ たけのこ 1 72 0 0%

野生の
山菜・きのこ等

せり（野生）、ふき（野生）、
クレソン（野生）、わらび（野
生）、くさそてつ（こごみ）
（野生）、よもぎ（野生）等

25 142 0 0%

牛肉
（全頭検査）

牛肉（県内産） 畜産振興課 1 42,283 0 0%

上記以外の
畜産物

豚肉、鶏肉、鶏卵、牛肉

（県外産）、はちみつ※３
生活衛生課 5 73 0 0%

養殖魚
アユ、ヤシオマス、ヤマメ、
ニジマス、イワナ、ウナギ
等

12 28 0 0%

天然魚
アユ、ウグイ、ヤマメ、イワ
ナ等 11 156 0 0%

イノシシ肉
（全頭検査）

那珂川町イノシシ肉加工
施設で処理するイノシシ肉
※４

農村振興課 1 442 19 4%
イノシシ肉
（全頭検査により基準値以下と
確認された肉のみを出荷）

上記以外の
野生鳥獣肉

イノシシ肉、シカ肉 自然環境課 2 73 12 16%
イノシシ肉、シカ肉
（すべて出荷制限中の参考検
査）

農産物

（市場流通品）※３
ネギ、なす、ブロッコリー、
ほうれ等 26 48 0 0%

海水魚

（市場流通品）※３
かつお、さば、あじ等 11 33 0 0%

加工食品等
（県内製造食品）

めん類 1 2 0 0%

牛乳・乳児用食品
（県内製造食品） 牛乳※３、粉ミルク 2 28 0 0% 50

143 44,453 31 0.07%

0.12%

※１　原則として、検査結果公表日で集計

※２　山菜（栽培）を含む

※３　宇都宮市保健所が採取した食品を含む

※４　捕獲日で集計

流通食品等

畜産物

水産物

100

（参考）　　平成30(2018)年度の基準値超過総数の検査総件数に対する割合：

特用林産物 林業木材産業
課

農村振興課

野生鳥獣肉

生活衛生課

県が実施した農産物等の放射性物質モニタリング検査結果の公表件数

農産物 農政課

（平成31(2019)年４月～令和２(2020)年３月）

合　　計
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消費段階における安全と信頼の確保 

（8）消費者相談体制の充実・強化 

施策目標 

 

 

 

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①食品の表

示や安全

性等に関

する相談体

制の充実 

食品安全相談窓口の設置 ９健康福祉センター   随時 生活衛生課 

 

 

 

 

健康福祉センターへの「危

害情報の申出」（食中毒、

食品の取り扱い、不良食品

等） 

205 件 

食品表示相談窓口の設置 

  

生活衛生課、健康増進課 

７健康福祉センター  随時 

生活衛生課 

健康増進課 

健康福祉センターの食品衛

生監視員等の資質の向上 

・食品衛生監視員等研修

会の開催 

 

 

8 回、参加者 153 人 

生活衛生課 

 

消費生活センターにおける

食品に関する相談 

1,132 件 くらし安全安心課 

消費生活相談に係る依頼検

査 

・自家消費の野菜等の放

射性物質簡易検査 

 

1 品目、1 検体 

②「食と農の

相談室」で

の相談対

応及び理

解促進 

「食と農の相談室」におけ

る消費者からの相談対応 

相談件数 895 件 農政課 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１ 生産から消費に至る安全と信頼の確保 

消費者からの食品の表示や安全性、食と農に関する様々な相談等に対して、適切な情報提供や助言、

関係機関と連携した対策等を実施します。 
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今後の施策の展開 

①食品の表示や安全性等に関する相談体制の充実（生活衛生課・くらし安全安心課・健康増進課） 

・県民から寄せられた食品の安全性等に関する相談に的確に対応するとともに、相談内容により必要

に応じて関係機関が連携し、迅速に調査を実施します。 

・県庁内関係課のほか、各健康福祉センターに食品表示相談窓口を設置し、消費者や食品関連事業者

からの相談に対し、関係機関が連携し、迅速に対応します。 

・食品衛生監視員等に対し、食品に関する新しい知識の習得、資質の向上のために研修を開催します。 

・消費生活センターにおいて、消費者からの食品に関する問い合わせや相談を受け、解決方法の助言

や情報提供を行います。 

 

②「食と農の相談室」での相談対応及び理解促進（農政課） 

・「食と農の相談室」において、消費者からの相談・要望に的確に対応し、食と農に対する理解促進を

図ります。 
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消費段階における安全と信頼の確保 

（9）食育の推進 

施策目標 

 

 

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①食育の普及啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とちぎ食育推進月間の実施（10 月） 

・とちぎ食育推進大会 2019 

 

 

10/19 開催、 

参加者(表彰式)約 180 人 

農政課 

 

 

 

 

 

食育の広報啓発 

・広報媒体を用いた啓発（とちぎテレ

ビ） 

・県庁 15 階でのパネル展示 

・啓発パンフレットの作成・配布 

 「野菜を楽しむガイドブック」 

  「果物を 1 日 100g 食べよう」 

 

10/6 放送 (10/８再) 

 

2 回(6 月、10 月) 

 

,6,000 部 

30,000 部                       

とちぎ食育応援団の活用促進 

 ・活動力アップ研修会の開催 

 

 ・とちぎっ子食育出前講座の実施 

（対象者：幼児とその保護者） 

応援団登録数  453 人 

8/30 開催、 

参加者 78 人  

64 回開催、 

参加者 2,714 人 

とちぎ子どもの食育ライブラリーの設置 

・保育所・幼稚園向け食育教材の整備 

 

241 アイテム 

食生活改善推進員と連携した食育事業の

実施 

宇都宮地区等 8 地区 

実施回数 832 回  

参加者計 104,851 人 

健康増進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域ぐるみで行う生活習慣病予防の実施 

・地域の食育・健康づくり推進会議 

・食育実践教室及びワークショップ等 

・食育ライブラリー、メールマガジン 

・学校への健康づくり専門家派遣事業

（栄養・食生活） 

 

5 健康福祉センター開催 

21 回、参加者 968 人 

5 健康福祉センター 

8 回、参加者 1,124 人 

啓発パンフレットの作成・配布 

・「バランスのとれた食事で生活習 

慣病対策を」 

・「野菜を食べよう１日 350ｇ」 

・「朝ごはん食べてる？」 

 

5,000 部 

 

2,000 部 

2,000 部 

「とちぎのヘルシーグルメ推進店」の推

進拡大 

362 店舗 

基本目標１ 生産から消費に至る安全と信頼の確保 

県民一人一人が、生涯にわたり楽しく健全な食生活を実践することにより、食に対する感謝の

気持ちを深め、心身の健康と豊かな人間性を育みます。 



 - 24 - 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①食育の普及啓発 学校における食育の充実 

・研修会等の開催 

 

・食に関する指導全体計画作成 

 

・アレルギー個別調査実施 

・食物アレルギー・アナフィラキシー

対応研修会の開催 

 

10/17 開催、 

参加者 307 人            

小学校 357 校 (100％)            

中学校 151 校 (100％)  

義務教育学校２校(100％) 

3 回、参加者 374 人 

学校安全課 

 

②地産地消運動の展  

 開 

地域農産物を活用した学校給食の促進 

・県産農産物利用拡大取組み市町 

              

6 市町 

農政課 

地産地消に関するＰＲ 

・優良事例表彰 

・啓発パンフレット作成 

 

10 団体 

8,000 部 

けんちょう de 愛ふれあい直売所 2 回開催 

各市町等における地産地消推進方針の策

定 

25 市町 

とちぎの地産地消推進店の登録指導 

・推進店の登録数 

 

277 店舗 

経済流通課 

 

今後の施策の展開 

①食育の普及啓発（農政課・健康増進課・学校安全課・文書学事課・こども政策課） 

・家庭や学校、地域などにおいて、食に関する多様な体験活動を通して食への感謝の気持ちや理解を

深めます。 

・「健康な食事」の普及や減塩をはじめとした栄養バランスのとれた食生活の実践を推進します。 

・適正体重を普及啓発し、子どもの頃からの生活習慣病予防の取組を推進します。 

・「健康長寿とちぎ応援企業」や食生活改善推進員等ボランティアと連携・協力した食育推進運動を

展開します。 

・給食施設や「とちぎのヘルシーグルメ推進店」等における栄養成分表示等の情報提供を図ります。 

・食育を学校の教育活動全体を通じて推進します。 

・教職員向け指導資料や家庭向け啓発資料を作成し、学校・家庭・地域が連携した食に関する指導を

支援します。 

・児童生徒一人一人が健康を保持増進していく能力を身に付けられるよう、栄養教諭や学校栄養職員

を活用した食育を推進します。 

・毎年１０月を「とちぎ食育推進月間」と定め、食育の普及啓発を図ります。 

 

②地産地消運動の展開（農政課） 

・子どもたちと生産者との交流など、地域イベントや直売所等を活用し、消費者と生産者の相互理解

を推進します。 

・消費者と生産者が相互に顔が見える関係づくりを推進し、信頼関係を構築します。 
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（１）環境と調和のとれた生産活動“エコ農業とちぎ”の推進 

施策目標 

 

 

指標と実績 

                       年度 

指標名(単位) 

基準 
H26 年度 

（2014） 

H28 年度 

（2016） 

H29 年度 

（2017） 

H30 年度 

（2018） 

R 元年度 

（2019） 

R２年度 

（2020） 

生物農薬等の環境に配慮した 

資材の使用面積 （ha） 

指標  

9,441 

9,950 10,460 10,970 11,480 12,000 

実績 11,577 11,166 12,660 12,900  

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①エコ農業とちぎの

理解促進と取組拡

大 

 

 

IPM（総合的病害虫・雑草管理）の推進   

・モデル展示ほ場の設置 

・生物農薬等の環境に配慮した資材の

使用面積 

 

３地区 

12,900ha 

経営技術課 

環境保全型農業直接支払交付金による農業

者の支援 

3,484ha 

エコ農業とちぎの理解促進と情報発信 

・Facebook ページ「エコ農業とち

ぎ」による情報発信 

 

随時 

エコ農業とちぎ宣言者の拡大 

・エコ農業とちぎ実践宣言者 

・エコ農業とちぎ応援宣言者 

 

2,642 件 

3,232 件 

農村の地域における再生可能エネルギー導

入の取組を支援 

随時 

 

農村振興課 

②有機農業の推進 有機農業の推進 

 ・有機農業推進アドバイザーの登録 

 ・農業者と消費者との交流会 

 

13 名(新規登録者 1 名) 

2 回 

経営技術課 

 

③化学肥料・化学農

薬を低減した農産

物の認証促進 

とちぎの特別栽培農産物（リンク・ティ）

の認証 

 

認証件数 155 件          

認証面積 392ha 

                   

経営技術課 

 

 

これまでの環境保全型農業に「地球温暖化防止」「生物多様性の維持・向上」「安全・安心・信

頼性の確保」を加えた総合的な取組である“エコ農業とちぎ”を推進します。 

基本目標２ 環境に配慮した生産から消費に至る活動 
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今後の施策の展開 

①エコ農業とちぎの理解促進と取組拡大（経営技術課・農村振興課・農地整備課） 

・土壌診断に基づく適正施肥やＩＰＭ（総合的病害虫・雑草管理）などによる化学肥料・化学農薬の

使用低減に加え、生物多様性の維持・向上や地球温暖化防止にも配慮した農業技術の充実・普及を

図ります 

・環境保全型農業直接支払交付金により農業者を支援します。 

・各種広報媒体やイベントを活用したＰＲにより、エコ農業とちぎの情報発信と県民への理解を促進

します。 

・エコ農業とちぎを実践する農業者と、それを応援する消費者等のそれぞれが、エコ農業とちぎに取

り組むこと（実践宣言）、また応援すること（応援宣言）を自ら宣言する手法で推進します。 

②有機農業の推進（経営技術課） 

・先進的な有機農業者と連携した支援体制の整備などにより有機農業に取り組みやすい環境づくりを

推進します。 

・消費者への理解促進、商談会等の機会提供による有機農産物等の販売拡大支援等を促進します。 

③化学肥料・化学農薬を低減した農産物の認証促進（経営技術課） 

・とちぎの特別栽培農産物（リンク・ティ）などの特別栽培農産物について、栽培面積の拡大を促進

します。 
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（２）環境にやさしい食生活の促進 

施策目標 

 

 

 

 
事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①食品ロスの削減促 

 ,進 

食べ物を大切にする心の醸成 

・標語による普及啓発 

標語：「いただきます 全ての命に 

 ありがとう」 

 

10 月実施 

 

農政課 

 

学校における食育の充実 

・食育推進啓発事業「絵画・ポスター

コンクール」の実施 

 

応募 2,387 点 

学校安全課 

食品ロス全般の概念的な普及啓発 

 ・チラシ作成 

 ・食品購入行動の変容を促す啓発物作  

成 

 ・WEB 広告による啓発 

 ・県ホームページへの掲載 

 

3,500 部 

4,500 部 

 

10 月実施 

通年 

廃棄物対策課 

 

家庭系食品ロスに係る市町の対策支援 

 ・モデル的な実態調査及び地域住民向

け周知 

 

10 月実施 

 

とちぎ食べきり１５（いちご）運動の推

進 

 ・啓発ポスター作成 

 ・卓上啓発物作成 

 ・関係団体と連携した普及啓発の実施 

 ・県ホームページへの掲載 

 

 

500 部 

1,500 部 

旅館等 20 施設での掲示 

通年 

とちキャラーズの３きり運動の推進 

 ・ポスター作成 

 ・市町等と連携した普及啓発 

 

8,700 部 

10 月実施 

フードバンク等活動の促進 

 ・県イベント等の開催時においてフー

ドドライブを実施 

 ・フードバンクリーフレットの作成及

び配布 

 

5 回、368kg の食品を

受入れ 

65,000 部作成

（29,000 部配布） 

保健福祉課 

食べ物を大切にする心をはぐくむとともに、食品の消費に伴うＣＯ２（二酸化炭素）の排出量

の削減に取り組み、環境に配慮した食生活を促進します。 

 

基本目標２ 環境に配慮した生産から消費に至る活動 
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主な施策 事業内容 実績 担当課 

食品関係事業者に対する意識の啓発 

・食品衛生責任者再教育講習会での啓

発【基本目標 1-(3)再掲】 

 

64 回、受講者 5,641 人 

生活衛生課 

②ＣＯ２排出量等の削

減の取組促進 

地産地消の促進 

地域農産物を活用した学校給食の促進 
・県産農産物利用拡大取組み市町 

地産地消に関するＰＲ 

・優良事例表彰 
・啓発パンフレット作成 
 
けんちょう de 愛ふれあい直売所 
 
各市町等における地産地消推進方針の
策定 
県産農産物の情報提供 

 

 
6 市町 
 

10 団体 
8,000 部 
 

2 回開催 

 
25 市町 
 
随時 

 

農政課 

 

 

 

 

 

 

 

経済流通課 

レジ袋無料配布中止の推進 

・協定方式（営業者・消費者団体・

県・市町）による取り組み営業者数 

 

22 営業者、65 店舗 

廃棄物対策課 

 

今後の施策の展開 

①食品ロスの削減促進（廃棄物対策課・保健福祉課・農政課・学校安全課・文書学事課・こども政策課・

生活衛生課） 

・学校等における食育では、子どもの頃から食べ物を大切にする心や食料の生産等へかかわる人々へ

感謝する気持ちを育みます。 

・県民や食品関連事業者等に対し、市町とも連携しながら、食品ロスの実態について周知します。 

・県民や食品関連事業者等に対し、賞味期限等の食品表示についての正しい知識等の食品ロスの削減

に関する普及啓発を行います。 

・食品関連事業者に対し、少量メニューの提示等による食べ残しの防止等、食品廃棄物等を発生させ

ないための留意点等の啓発を行います。 

・フードバンク等活動の理解促進を図ります。 

・県イベントなどの開催時におけるフードドライブの実施や、市町、フードバンク活動団体、食品関

連事業者等との連携により、食品ロス削減につながるフードバンク等の活動を促進します。 

②ＣＯ２排出量等の削減の取組促進（農政課・廃棄物対策課） 

・県内企業や施設等に対し、地産地消やフードマイレージの考え方の周知を図ります。 

・県内企業や施設等に対し、県産農産物の情報を積極的に提供し、社員食堂や施設給食等における県

産農産物等の利用拡大を図り、フードマイレージ削減につなげます。 

・レジ袋無料配布中止を受け、市町及び消費者団体等と連携し、営業者が足並みをそろえて取組を実

施できる環境づくりを図ります。 

・県民に対し、レジ袋削減という身近な取組が廃棄物の発生抑制につながるとともに、地球温暖化防

止にも寄与することを周知し、マイバッグ持参の呼びかけなど広報活動を展開します。 

 

 

 

 

 

 



 - 29 - 

 

 

（３）資源の再利用の促進 

施策目標 

 

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①食品廃棄物等の有

効利用による資源

循環への取組促進 

 

食品リサイクル法に関する情報提供 随時 農村振興課 

バイオマスに係る市町の計画策定等を

支援 

随時 

「栃木県リサイクル製品認定制度」の

広報 

・関係機関・団体等への募集チラシ配

布 

・県ホームページへの掲載 

 

 

230 部 

 

掲載 

廃棄物対策課 

「とちの環（わ）エコ製品」認定事業

者の積極的公表 

・関係機関・団体等へのパンフレット

配布 

・県ホームページへの掲載 

  

 

1,000 部 

 

掲載  

②食品廃棄物等の再

資源化意識の啓発 

食品関係事業者に対する意識の啓発 

・食品衛生責任者再教育講習会での

啓発 

 【基本目標 1-(3)再掲】 

 

64 回、受講者 5,641 人 

生活衛生課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

循環型社会の視点に配慮し、食品循環資源の適正な再生利用を促進します。 

基本目標２ 環境に配慮した生産から消費に至る活動 
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今後の施策の展開 

①食品廃棄物等の有効利用による資源循環への取組促進（農村振興課・廃棄物対策課） 

・食品廃棄物等のバイオマス利活用を軸とした地域循環型社会の形成を目指す「バイオマス産業都

市構想」の策定等、市町の取組を支援します。 

・市町に対し、食品関連事業者や家庭から排出される食品循環資源の再生利用等に関する情報や再

生利用のための施設に関する助言等を通して、食品循環資源の再生利用等の促進を図ります。 

・食品関連事業者に対し、食品循環資源の再生利用等に取り組めるよう食品リサイクル法に基づく

「再生利用事業計画」の認定事例の紹介や、「登録再生利用事業者」の周知等を行います。 

・「栃木県リサイクル製品認定制度」に基づき認定した「とちの環エコ製品」の普及・利用促進を図

り、廃棄物等の発生抑制及び資源の循環的な利用の促進並びにリサイクル産業の育成を図り、地

域特性を活かした循環型社会を目指します。 

 

②食品廃棄物等の再資源化意識の啓発（廃棄物対策課・生活衛生課） 

・食品関連事業者等に対し、市町と連携しながら、食品リサイクル法に基づく責務等を周知し、適

正な再生利用等の促進を図るとともに、それらの取組への消費者の理解や支援が進むよう普及啓

発を行います。 

・食品営業者や食品衛生責任者に対し、食品衛生責任者再教育講習会等において、食品廃棄物等の

再資源化に関する意識を啓発します。 
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（１）県民、事業者、行政間の情報共有の推進 

施策目標 

 

 

 

 

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①食品の安

全性等に

関する情

報公開の

推進 

食品の安全性に関する情報
の県ホームページでの情報
公開 

・「とちぎ食の安全・安心
インフォメーション」
への掲載 

 ・「放射能・放射線情報」
への検査結果の掲載 

 
【基本目標 1-(7)再掲】 

 
 
 
ホームページアクセス数 
年 13,164 件 
 
ホームページアクセス数 
年 15,867 件 

 

 
 
 
生活衛生課 
 
 
農 政 課 
畜産振興課 
農村振興課 
林業木材産業課 

自然環境課 
生活衛生課 
学校安全課 

食品の安全性に関する調
査・研究の成果等の県ホー
ムページでの情報公開 

・県保健環境センター 
 

・県水産試験場 
 
・県畜産酪農研究センター 

 
 
 
細菌・ウイルス等病原体検査情報 
 
魚類の放射性物質検査結果、研究の話題 
 
放射性物質に関する試験について 

 
 
 
生活衛生課 
 
農村振興課 
 
畜産振興課 

②食品衛生

情報等の

共有 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２(2020)年度栃木県食

品衛生監視指導計画の策定

及び公表 

・パブリックコメントの

実施           

３月策定、公表 

 

 

2/7～3/6 

提出意見 3 件 

生活衛生課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30(2019)年度栃木県

食品衛生監視指導計画の結

果公表 

６月公表 

食中毒等に関する情報提供 

・食中毒発生情報の記者

クラブ情報提供 

・県ホームページ掲載 

 

0 件 

 

随時 

基本目標３ 県民、事業者、行政間の情報の共有と 

相互理解の推進、信頼関係の確立 

事業者による食品安全情報の公開を促進するとともに、行政からの迅速でわかりやすい情報提供

に努め、県民、事業者、行政間の全ての関係者における食品の安全性に関する情報共有を推進しま

す。 
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主な施策 事業内容 実績 担当課 

②食品衛生

情報等の

共有 

 

 

事業者が実施する自主的な

食品等の回収情報の提供 

・県内事業者による食品

自主回収情報の県ホー

ムページ掲載 

・他自治体からの自主回

収情報を関係機関へ情

報提供 

 

 

4 件 

 

 

200 件 

生活衛生課 

③食品関連

事業者と

の協働に

よる食品

安全情報

の提供 

HACCP の考え方に基づく

衛生管理を実践している事

業者情報の提供 

・とちぎ HACCP 認証施

設の県ホームページへ

の掲載 

 

 

 

136 施設 

生活衛生課 

とちぎ食の安全・安心パー

トナーの登録者数 

10 事業者 

 

今後の施策の展開 

①食品の安全性等に関する情報公開の推進（生活衛生課 ほか） 

・食の安全に関する施策について、意思決定の過程も含め情報公開します。 

・食品の安全性に関する調査・研究の成果等に関する迅速な情報公開に努めます。 

②食品衛生情報等の共有（生活衛生課） 

・「栃木県食品衛生監視指導計画」の策定に当たっては、県民の意見を反映させ、その実施結果を公

表します。 

・食中毒をはじめとして、食品衛生法違反に関する情報を提供し、危害の状況を明らかにし、食品に

よる健康被害の発生・拡大の防止を図ります。 

・食品表示の誤りや異物の混入等により、事業者が実施する自主的な食品等の回収に関する情報につ

いて、県ホームページにより公表し、回収の促進を支援します。 

③食品関連事業者との協働による食品安全情報の提供（生活衛生課） 

・とちぎ HACCP 認証取得事業者など、安全な食品供給のための工程管理に取り組む事業者の情報

提供を支援し、食品の安全性に関する情報公開を推進します。 

・食品の安全に関するリスクコミュニケーション開催時において、食品事業者の安全な食品供給に対

する取組や食品安全情報を発信します。 
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（２）事業者と消費者の相互理解の推進と支援 

 

施策目標 

 

 

 

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

➀食に関する

体験機会の

拡大 

農林業団体による料理コン

クールの開催などの取組を

促進 

・きのこ料理コンクール 

（主催：県、栃木県特用

林産協会） 

・おにぎりレシピコンク

ール（主催：とちぎ農

産マーケティング協

会） 

 

 

 

 

10/11 開催、参加者 880 人 

 

 

11/9 開催、応募数 1,133 点 

林業木材産業課 

 

 

 

 

 

生産振興課 

料理コンクールの開催など

の取組を促進 

・牛乳・乳製品利用料理

コンクール（主催：栃

木県牛乳普及協会） 

 

 

9/28 開催、応募数 216 点 

畜産振興課 

子どもの食育をすすめる

「食と農の体験活動ガイ

ド」による普及啓発 

 ・ガイド配布 

・県ホームページ掲載 

 

 

 

随時 

掲載 

農政課 

農産物や農業体験等に関す

る情報発信 

・県ホームページ掲載 

・広報番組による情報提

供とちぎテレビ「知っ

トク！なるとちっ」 

 

 

随時 

10/6 放送 (10/8 再) 

②事業者と消

費者の理解

促進 

 

栃木県特別表示認証食品（Ｅ

マーク食品）など県産農産物

を利用した加工品に関する

幅広い情報を提供 

・県ホームページ掲載 

 

 

 

 

E マーク食品一覧の掲載 

（随時更新：30 商品） 

経済流通課 

基本目標３ 県民、事業者、行政間の情報の共有と 

相互理解の推進、信頼関係の確立 

食品の生産者及び製造者と消費者との交流を支援することにより、事業者と消費者との相互理

解を推進し、食品供給に関する信頼性の向上に努めます。 
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主な施策 事業内容 実績 担当課 

 「つなごう！食と農実践講

座」の開催支援（実施主

体：公益財団法人栃木県農

業振興公社） 

 

5 回、参加者延べ 89 人 

 

農政課 

食品事業者と消費者が交流

する消費者懇談会の開催を

支援 

 

7 回、参加者 268 人 生活衛生課 

 

今後の施策の展開 

①食に関する体験機会の拡大（農政課・林業木材産業課・畜産振興課） 

・農林業団体による農林業体験教室や料理教室・料理コンクールの開催などの取組を促進します。 

・地域の農業者等との連携を図りながら農業体験などを促進します。 

・事業者による職場体験や出前講座などの取組を促進します。 

②事業者と消費者の理解促進（農政課・経済流通課・生活衛生課） 

・食品事業者による工場見学会等の情報を消費者に提供することにより、食品製造への理解を促進し

ます。 

・食品事業者と消費者が交流する消費者懇談会の開催を支援します。 
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（３）リスクコミュニケーションの推進 

施策目標 

 

 

 

 

指標と実績 

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①リスクコミュニケー

ションによる相互

理解の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見交換会の開催 
 

（内訳） 
・食の安全に関するﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 
「食品の農薬って心配？」 

・食品安全セミナー 
「食品から感染する寄生虫」 
 
「カフェインについて学ぼう！」 
 

・食品安全地域フォーラム 
「食品工場で学ぼう！スパイスの品質
管理」 

（安足地区） 
 

  ・農林水産先端技術の社会実装の加速
化のためのアウトリーチ活動強化事
業 

  「ゲノム編集技術に関する勉強会・意
見交換会」 

  
・農産物の安全・安心対策研修会 

参加者数 846 人 
（累計：18,436 人） 
 
10/10 開催、 
参加者 161 人 
 
12/5 開催、 
参加者 159 人 
11/5 開催、 
参加者 14 人 
 
2/14 開催、 
参加者 17 人 
 
 
12/3 開催、 
参加者 60 人 
 
 
 
 
9 回 
参加者 435 人 

 
 
 
生活衛生課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
農政課 

    年度 

指標名（単位） 

 

基準 
H26 年度 

（2014） 

H28 年度 

（2016） 

H29 年度 

（2017） 

H30 年度 

（2018） 

R 元年度 

（2019） 

R２年度 

（2020） 

意見交換会の参加者数   

(累計：人） 

指標 

13,595 

14,100 14,300 14,500 14,700 14,900 

実績 15,397 16,374 17,590 18,436  

基本目標３ 県民、事業者、行政間の情報の共有と 

相互理解の推進、信頼関係の確立 

食に関する知識を深めるとともに、生産から消費までの各段階の関係者相互の信頼を築くため、

関係機関等と連携して、食品の安全性に関する意見交換を推進します。 
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主な施策 事業内容 実績 担当課 

②他機関と連携、協

力した取組の推進 

 

国の機関と連携したリスクコミュニケー

ションの推進 

 ・農林水産省との共催 

  農林水産先端技術の社会実装の加速
化のためのアウトリーチ活動強化事
業 

  「ゲノム編集技術に関する勉強会・意

見交換会」 

  

 

 

12/3 開催、 
参加者 60 人 

 

 

 

 

 

 

 

生活衛生課 

 

 

 

 

 

 
今後の施策の展開 

①リスクコミュニケーションによる相互理解の推進（生活衛生課） 

・県民に対し、リスクコミュニケーションを推進するため、「食の安全に関するリスクコミュニケーシ

ョン」や地域単位の小規模な意見交換会を開催します。 

・リスクコミュニケーションの開催にあたっては、とちぎ食の安全ネットワークなどの消費者団体等

と協働するなど、広く県民との意見交換と相互理解の推進を図ります。 

・リスクコミュニケーションを効果的に推進するための啓発資料を作成し、活用します。 

・事業者や消費者団体等に関係職員を派遣することにより食品の安全性に関する意見交換会の開催を

支援します。 

②他機関と連携、協力した取組の推進（生活衛生課） 

・食品の安全性のリスク評価を担う内閣府食品安全委員会等と連携、協力し、リスクコミュニケーシ

ョンを効果的に推進します。 
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（１）放射性物質対策を含めた食品安全行政の総合的推進 

施策目標 

 

 

 

 

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①総合的な

食品安全

行政の推

進 

栃木県食品安全推進本部検

討委員会の開催（構成：庁

内 28 課） 

2 回（5/15、11/20） 生活衛生課 

とちぎ食の安全・安心推進

会議の開催 

2 回（7/12、1/30）、委員１６人 

②県民参加

による食品

安全行政

の推進 

令和 2(2020)年度栃木県

食品衛生監視指導計画の策

定及び公表 

・パブリックコメントの

実施 

【基本目標 3-(1)再掲】 

 

 

 

３月策定、公表 

2/7～3/6 

提出意見 3 件 

条例に基づく施策提案 0 件 

③他機関との

連携強化 

国や他自治体との連携によ

る対応 

（食中毒・有症苦情等） 

 ・県外に対する調査依頼 

 ・県外からの調査依頼 

 

 

 

,5 件 

26 件 

生活衛生課 

食中毒調査支援システム

（ＮＥＳＦＤ）による食中

毒発生情報の活用 

随時 

④放射性物

質に係る安

全管理体

制の確保 

放射性物質に係る安全管理

体制の確保等に関する会議

の開催 

・関係各課・農業振興事

務所との安全管理体制

等の会議 

・市町等関係機関との

「地域調整会議」 

 

 

 

4/2 開催 

 

 

7 回（４月） 

（７農業振興事務所） 

農政課 

林業木材産業課 

畜産振興課 

農村振興課 

生活衛生課 

関係課 

 

 

基本目標４ 食の安全と信頼の確保のための体制の充実及び連携強化 

食品の安全確保に関する全庁的な推進体制である「栃木県食品安全推進本部」を中心に、部局

横断的に問題の解決を図ります。また、国や関係自治体と情報交換や連携を図り、放射性物質対

策を含めた総合的かつ効果的な食品安全行政の推進に努めます。 
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今後の施策の展開 

①総合的な食品安全行政の推進（生活衛生課） 

・食の安全を脅かす事件、事故等が発生しないよう関係部局や食品関係団体と連携し、食品に関連す

る全ての業態の営業者に対して食品の安全確保に関する法令遵守の啓発など総合的な施策の取組

を強化します。 

・万が一事故等が発生した際には、栃木県食品安全推進本部が中心となり、関係部局と連携を図り、

問題解決に向け迅速に対応できる体制を確保します。 

・条例に基づき設置された附属機関である「とちぎ食の安全・安心推進会議」を開催し、食品の安全

性に関する事項について意見を聴きます。 

②県民参加による食品安全行政の推進（生活衛生課） 

・食の安全に関する計画の策定等にあたっては、県民の意見を反映したものとします。 

・条例第１９条による施策提案制度を活用し、県民参加による効果的な食品安全行政を推進します。 

③他機関との連携強化（生活衛生課） 

・輸入食品や広域流通食品による食品事故や大規模な食中毒等の発生時には、厚生労働省や他自治体

と連携して対応します。  

・食中毒調査支援システム（ＮＥＳＦＤ）を活用し、関係機関間が情報を共有することにより、事件

の早期探知、迅速な原因究明及び被害の拡大防止を図ります。 

④放射性物質に係る安全管理体制の確保（農政課・林業木材産業課・畜産振興課・農村振興課・生活衛

生課） 

・県産農産物等の放射性物質モニタリング検査や、流通食品の検査などを実施し、関係課が連携して

基準値を超過した食品の流通を防止する体制を確保します。 

・国（内閣府食品安全委員会など）や関係機関等から情報収集し、他の自治体が実施する農産物等の

モニタリング検査の結果など関係自治体との情報交換や連携を密にして、状況の変化に応じて柔軟

かつ機動的に対応します。 
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（２）監視指導及び検査体制の充実・強化並びに人材の育成 

施策目標 

 

 

 

指標と実績 

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①家畜防疫員、食品

衛生監視員等の資

質の向上 

家畜防疫員研修会の開催 2 回、参加者 147 人 畜産振興課 

食品衛生監視員等研修会の開催 

【基本目標 1-(8)再掲】 

8 回、 

参加者延べ 153 人 

生活衛生課 

②食品衛生検査にお

ける信頼性確保 

食品衛生検査施設を対象とした検査の精

度管理の実施 

・内部点検 

・外部精度管理 

・内部精度管理 微生物検査 

         理化学検査  

 

 

 

７か所、延べ８回 

調査数 30 件 

実施回数 340 回 

実施回数 144 回 

生活衛生課 

 

専門研修への職員派遣 

・信頼性確保部門責任者等研修会（厚

生労働省） 

 

6/18、3 人 

食品モニタリング検査用の放射性物質測

定装置の配置 

 ・ゲルマニウム半導体検出器 

 

 

 

・NaI シンチレーションスペクトロメ

ータ 

 

 

 

 

4 台 （内訳） 

林業センター   1 台 

保健環境センター 1 台 

農業試験場    2 台 

25 台 （内訳） 

林業センター   3 台 

食肉衛生検査所  1 台 

農業振興事務所   9 台 

家畜保健衛生所  6 台 

畜産酪農研究センター 

3 台 

 

 

 

林業木材産業課 

生活衛生課 

農政課 

 

林業木材産業課 

生活衛生課 

農政課 

農政課 

農政課 

 

年度 
指標名（単位） 

基準 
H26 年度 

（2014） 

H28 年度 

（2016） 

H29 年度 

（2017） 

H30 年度 

（2018） 

R 元年度 

（2019） 

R２年度 

（2020） 

食品衛生監視員等研修会の参 
加者数 (延べ人数：人) 

指標 

95 

100 100 100 100 100 

実績 113 131 146 153  

基本目標４ 食の安全と信頼の確保のための体制の充実及び連携強化 

職員の資質向上等により監視指導及び検査体制充実・強化を図るとともに、事業者に対し適切

な助言のできる指導者の人材育成に努めます。 
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主な施策 事業内容 実績 担当課 

教育事務所    3 台 学校安全課 

③監視指導及び検査

に係る関係機関と

の連携強化 

食品表示の関係機関による食品販売業者

に対する合同監視指導の実施 

【基本目標１-(５)再掲】 

 

22 回、96 店舗 生活衛生課 

健康増進課 

くらし安全安心課 

放射性物質に係る関係機関による農産物

直売所等に対する監視指導 

 

随時（主に山菜、きのこ

のシーズン） 

生活衛生課 

農政課 

林業木材産業課 

④食品衛生に係る指

導者の育成 

食品衛生推進員研修会の開催 

【基本目標１-(3)再掲】 

1/22 開催、 

参加者 34 人 

生活衛生課 

ＨＡＣＣＰアドバイザーフォローアップ

研修会の開催 

1/17 開催、 

受講者 32 人 

⑤農薬使用に係る指

導者の育成 

農薬管理指導士等の認定 

 

新規認定 73 人 

（累計：3,230 人） 

経営技術課 

 

今後の施策の展開 

①家畜防疫員、食品衛生監視員等の資質の向上（畜産振興課・生活衛生課） 

・家畜防疫員、食品衛生監視員等に対し、新しい知識や技術の修得を目的とした研修会等を開催し、

資質の向上を図ります。 

②食品衛生検査における検査体制の充実及び信頼性確保（生活衛生課・農政課・林業木材産業課） 

・試験検査の迅速性や精度向上を図り、検査結果の信頼性を確保します。 

・食品衛生検査に係る新しい知識や技術の習得を目的とした専門研修に派遣するなど、食品衛生検査

施設等における職員の資質の向上を図ります。 

・県産農産物等の放射性物質モニタリング検査の実施にあたり、検査体制の充実を図ります。 

③監視指導及び食品衛生検査に係る関係機関との連携強化（生活衛生課） 

・監視指導及び食品衛生検査にあたっては、関係機関と連携し、効果的・効率的に実施します。 

④食品衛生に係る指導者の育成（生活衛生課） 

・食品衛生指導員や食品営業者からの相談に応じ、適切な指導、助言のできる食品衛生の知識を有す

る食品衛生推進員の充実を図ります。 

・食品営業者の HACCP の取組を支援するため、HACCP を指導できる人材を育成します。 

⑤農薬使用に係る指導者の育成（経営技術課） 

・農薬全般に関する事項についての知識を有する農薬管理指導士等の認定を通じ、指導者を育成しま

す。 
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（３）安全な食品を生産するための技術開発と食品安全に関する研究の推進 
 

施策目標 

 

 

 

指標と実績 

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

①安全な農産物等の

生産に寄与する試

験研究の推進 

 

IPM を確立するために必要な試験の実施 

・いちごを対象とした新たな天敵導入技

術によるアブラムシ類防除技術の検証 

農場試験場ほ場及び 

現地ほ場試験で、天敵

の効果を確認 

経営技術課 

家畜における薬剤耐性菌の出現状況を把握

するための調査の実施 

・サルモネラ菌、黄色ブドウ球菌の薬剤

の感受性試験の実施 

 

 

 

 

 

 

サルモネラ菌 

全 4 株中 1 株が、

供試 12 薬剤中 6 薬剤

に耐性を示す多剤耐性

株であった 

黄色ブドウ球菌 

全 13 株中 1 株が、

供試 10 薬剤中 5 薬剤

に耐性を示す多剤耐性

株であった 

畜産振興課 

土壌中放射性セシウムの飼料作物への吸収

移行抑制技術の検討 

・カリウム施用による牧草中の放射性セ

シウム濃度低減効果の検証 

 

 
低減効果を確認 

 

原木しいたけへの放射性物質の影響を軽減

するための栽培方法を検討 

 

 

非破壊検査機を用いて

原木やほだ木の検査を

行うことで、原材料の

安全性を確認 

林業木材産業課 

 

年度 
指標名（単位） 

基準 
H26 年度 

（2014） 

H28 年度 

（2016） 

H29 年度 

（2017） 

H30 年度 

（2018） 

R 元年度 

（2019） 

R２年度 

（2020） 

残留農薬一斉分析項目数 （項目） 

指標 
200 

230 240 250 260 270 

実績 230 240 250 260  

基本目標４ 食の安全と信頼の確保のための体制の充実及び連携強化 

食の安全に配慮した農産物等の生産技術の開発や管理技術の研究及び食品検査の効率化を推

進します。 
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主な施策 事業内容 実績 担当課 

②残留農薬等検査の

効率化 

 

 

残留農薬検査の迅速化及び効率化を図るた

めの調査研究 

・ポジティブリスト制度に対応するため

に GC-ＭＳ/ＭＳ及びＬC-ＭＳ/ＭＳ

による一斉分析法の検討を実施 

 

 

一斉分析項目数 
260 項目 

生活衛生課 

 

今後の施策の展開 

①安全な農産物等の生産に寄与する試験研究の推進（経営技術課・畜産振興課・林業木材産業課） 

・総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）技術の体系化に取り組みます。 

・県内で飼養されている家畜への薬剤使用履歴や家畜の糞便から検出される細菌の薬剤耐性について

の調査を定期的に実施します。 

・畜産物への放射性物質の汚染リスクを低減するため、土壌中の放射性セシウムの飼料作物への吸収

移行抑制技術についての検証を実施します。 

・原木しいたけ等特用林産物への放射性物質の汚染リスクを低減するため、放射性物質の影響を軽減

する栽培方法などの検証を実施します。 

②残留農薬等検査の効率化（生活衛生課） 

・一斉分析法による残留農薬等の検査項目の増加と効率化を図ります。 
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（４）健康危機管理体制の強化 

 

施策目標 

 

 

 

事業の実施状況 

主な施策 事業内容 実績 担当課 

健康危機管理体制の

強化 

 

「危害情報の申出」制度に基づく申出の

あった情報への対応 

 【基本目標 1-(8)再掲】 

205 件 生活衛生課 

食中毒発生時の対応 0 件 

農薬等が基準を超過して残留した県産農

産物の対応 

県産農産物緊急事案に係る対応 

 

0 件 農政課 

 

今後の施策の展開 

健康危機管理体制の強化（生活衛生課・農政課ほか） 

・健康危機管理体制を常に確認し、平常時から情報収集や関係機関との情報交換などを行います。 

・条例第１７条の「危害情報の申出」制度に基づき申出があった情報に適切に対応し、健康被害の拡

大防止を図ります。 

・食品営業者に対し、栃木県食品衛生法施行条例に基づく消費者からの健康被害についての情報等を

得た際、直ちに報告させ、迅速な対応につなげることにより健康被害の拡大防止を図ります。 

・食中毒の発生時には、「栃木県食中毒対策要綱」及び「栃木県食中毒処理要領」により、迅速かつ的

確な対応を図ります。 

・従来想定し得なかった健康被害が発生した場合や、原因が不明又は複合的な要因が推定され、多数

の死傷者が発生している場合などには、「栃木県健康危機管理マニュアル」により、迅速かつ的確

な対応を図ります。 

・県産農産物に残留農薬の基準超過等が懸念される場合は、「農薬緊急事案対応マニュアル」等によ

り、原因の究明や被害の拡大防止を図ります。 

基本目標４ 食の安全と信頼の確保のための体制の充実及び連携強化 

食品による健康被害について、未然防止、危害の拡大防止及び再発防止のための危機管理体制を

強化し、県民の健康の保護に努めます。 
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Ⅲ 危害情報の申出 
   

条例第１７条第１項に基づき県に申出のあった危害情報は、次のとおりです。 

 

        

 

 

情報の種別 

令和元(2019)年度 

 

件数 

措    置 

行政 

処分 

行政 

指導 

指導 

依頼 

事実 

確認 

不能 

 

その他 

 

 

食中毒に関する情報 0  0    0 0 0 0 

腐敗・変敗、異物混入、

表示、容器包装、有症苦

情等の不 良食 品に関 す

る情報 

  121 0  73  2  19  27 

生産、製造、加工、流通、

販売の各 段階 におけ る

食品及び 生産 設備等 の

取り扱いに関する情報 

   84      0 54 1  10   19 

 

計   205   0  127 3 29 46 

 

集計期間：平成 31(2019)年 4 月 1 日から令和２(2020)年 3 月 31 日まで 

  

※ 条例第１７条第１項  

県民は、人の健康に悪影響を及ぼすおそれがある食品に関する情報を入手した場合

は、県に適切な対応をするよう申出をすることができる。 

 

 

Ⅳ 施策の提案 
  条例第１９条第１項において「県内に住所を有する者、県内に事務所又は事業所を有する 

法人その他の団体は、県に対し、食品の安全性の確保又は適正な食品表示の確保に係る県の 

施策について、制度の新設若しくは改廃又は制度運用の改善の措置を講ずるよう提案をする 

ことができる」と定めていますが、令和元(2019)年度中に県に提案された施策はありませ

んでした。 
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Ⅴ とちぎ食の安全・安心推進会議の開催 
   条例第２０条第１項に基づき設置された「とちぎ食の安全・安心推進会議」の開催は 

次のとおりです。 

 

（第 2５回） 

開催日：令和元(2019)年 7 月 12 日（金）午後 2 時～4 時 

  場 所：栃木県庁本館６階大会議室２ 

  内 容：議題 

(1) 「とちぎ食の安全・安心・信頼性の確保に関する基本計画（3 期計画）」の

進捗状況について 

(2) 「平成 30(2018)年度栃木県食品衛生監視指導計画」の実施結果について 

 

（第 26 回） 

開催日：令和 2(2020)年１月 30 日（木）午後 2 時～4 時 

  場 所：栃木県庁本館６階大会議室 2 

  内 容：議題 

(1) とちぎ食の安全・安心・信頼性の確保に関する基本計画 次期計画（４期計画） 

の策定について 

(2) 「令和２(2020)年度栃木県食品衛生監視指導計画(案)」について 

 

（委 員） 

次頁名簿のとおり 



No. 氏　　名 推薦団体・勤務先等 備　考

1 荒牧
あらまき

　欣子
よ し こ

公募

2 有本
ありもと

　孝之
たかゆき

栃木県農業士会　副会長

3 石井
い し い

　晴夫
は る お

東洋大学大学院経営学研究科客員教授

4 今村　光代
いまむら みつ よ

公募

5 木村　由美子
き む ら ゆ み こ

栃木県市町村消費者団体連絡協議会

6 粂
くめ

　まり子
こ

公益社団法人栃木県栄養士会　会長

7 齋藤
さいとう

　公則
きみのり

公益社団法人栃木県食品衛生協会　会長

8 高橋　淳
たかはし じゅん

株式会社下野新聞社　論説委員

9 竹内
たけうち　

　明子
あ き こ

栃木県生活協同組合連合会　会長理事

10 中村
なかむら

　好一
よしかず

自治医科大学　教授（公衆衛生学）

11 藤澤　勝
ふじさわ まさる

栃木県農業協同組合中央会　参事

12 堀口
ほりぐち

　逸
いつ

子
こ

長崎大学　准教授（公衆衛生学）

13 前
まえ

田
だ

　勇
いさむ

宇都宮大学農学部　教授（応用微生物学）

14 増渕
ますぶち

　正二
しょうじ

一般社団法人　栃木県食品産業協会　会長

15 山本　容子
や ま も と よ う こ

栃木県女性農業士会　副会長

16 横松　盛人
よ こ ま つ も り と

栃木県議会議員
令和元(2019)年

6月17日～

とちぎ食の安全・安心推進会議 委員名簿

令和元(2019)年6月17日現在

※任期：平成31(2019)年4月1日～令和4(2022)年3月31日　　　　　　　（五十音順、敬称略）
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